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令和 2 年度 事業計画 
 

Ⅰ 会議 

  ※本年度の前半の会議については新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言（4 月 7 日～5 月

31 日）を受け、中止または延期とする予定 

 

１． 定期総会 

会議名：令和 2 年度 一般社団法人日本看護学校協議会共済会定期総会 

開催日：令和 2 年 6 月 26 日（金）予定 

会 場：茨城県水戸市「水戸プラザホテル」 

  ※会場を一般社団法人日本看護学校協議会共済会事務局会議室とし、一部、議決権行使書面

による書面会議とする。 

 

２． 理事会 

会議名：令和 2 年度 臨時理事会（書面・メール会議） 

開催日：令和 2 年 4 月 7 日（火） 

    会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会事務局 

 

会議名：令和 2 年度 第 1 回理事会（書面・メール会議） 

開催日：令和 2 年 5 月 29 日（金）  

会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 

 

    会議名：令和 2 年度 第 2 回理事会  

    会議名：令和 3 年 1 月予定 

    会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

３． 委員会 

 

 会議名：令和 2 年度 第 1 回共済制度委員会（書面・メール会議） 

 開催日：令和 2 年 5 月 15 日（金） 

 会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

    会議名：令和 2 年度 第 1 回企画委員会 

    開催日：令和 2 年 9 月 予定 

    会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

    会議名：令和 2 年度 第 1 回研究助成審査委員会 

    開催日：令和 2 年 12 月 予定 

    会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

    会議名：令和 2 年度 第 2 回企画委員会  

    開催日：令和 3 年 1 月 予定 
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    会 場：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

４． 会長・副会長会議 

 

会議名：令和 2 年度 臨時会長・副会長会議 

開催日：令和 2 年 4 月 6 日（月）   

※新型コロナウイルス感染拡大に伴う事務局メール対応 

 

会議名：令和 2 年度 第 1 回会長・副会長会議 

開催日：令和 2 年 5 月 中止 

場 所：一般社団法人日本看護学校協議会共済会 事務局会議室 

 

会 場：令和 2 年度 第 2 回会長・副会長会議 

開催日：令和 3 年 1 月 予定 

 

Ⅱ 広報活動 

 

１．一般社団法人日本看護学校協議会共済会正会員向け広報紙  

「from 共済会 VoL.28」令和 2 年 6 月 発行予定 

「from 共済会 VoL.29」令和 3 年 1 月  発行予定 

 

２．「Willnext」加入者への福利厚生サービスのためのニュースマガジンの発行 

  「Willnext magazine No.18」令和 2 年 5 月 発行予定（6 月に延期） 

  「Willnext magazine  No.19」令和 2 年 9 月 発行予定 

   「Willnext magazine  No.20」令和 3 年 1 月 発行予定 

 

３． ホームページ 

・ 情報更新 

 

Ⅲ 講演会 

 

＜会員校及び会員団体からの依頼による出前講演会＞ 

 

(1)演 題：「個人情報の取り扱い、守秘義務等について（仮）」 

 講 師：墨岡 亮 弁護士（仁邦法律事務所） 

 開催地：神奈川県横浜市 

参加者：全学生 

 開催日：令和 2 年 11 月頃予定 

 

※緊急事態宣言により延期となっている講演会が 2 か所あり。 
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Ⅳ 寄付金特別会計の終了と事業の継続について 

 

・平成 24 年 11 月に篤志の方より、「日本の看護教育の充実のために役立てて欲しい」とのご厚

意で寄付を受けて以来、これまで①国際看護交流事業②シミュレーション研修事業③看護全

般に関する研究助成事業、として会員である看護医療関係者への支援を行ってきた。本会では

その活動実態を明らかにするために特別会計を設置し、その活動内容を報告してきたが、今般

設置後 7 事業年度を経過し、その目的を達成した状況となっている。このため特別会計を一旦

終了し、令和 2 年度期首の残金を一般会計繰り入れる事とした。 

 これに伴い、今後のこれらの事業については、必要に応じ一般会計から実施する。 

 

・令和 2 年度研究助成事業（令和 3 年度実施予定）については、令和元年度同様、研究サポート

枠で実施する予定。 

   

 


